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１【提出理由】

平和不動産リート投資法人（平成22年10月１日付で、商号をクレッシェンド投資法人から変更していま

す。）（以下「本投資法人」といいます。）の主要な関係法人に以下の通り異動があり、かつ、本投資法人

の運用に関する基本方針が以下の通り変更されましたので、金融商品取引法第24条の５第４項並びに特定

有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第29条第１項並びに同条第２項第２号及び第３号の規定に基

づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 
２【報告内容】

(１）本投資法人の主要な関係法人の異動

① 変更の理由

本投資法人は、本投資法人とジャパン・シングルレジデンス投資法人（以下「ＪＳＲ」といいま

す。）との合併（以下「本合併」といいいます。）に伴い、ＪＳＲとＪＳＲの特別口座管理機関である

中央三井信託銀行株式会社との間の平成21年１月５日付特別口座の管理に関する契約上のＪＳＲの

地位を、本合併の効力発生日をもって承継し、中央三井信託銀行株式会社は本投資法人の特別口座管

理機関となりました。

これに伴い、本投資法人の主要な関係法人に異動が生ずることとなったものです。

 

② 新たに主要な関係法人となった法人の名称、資本金の額及び関係業務の概要

(イ）主要な関係法人の名称

中央三井信託銀行株式会社

(ロ）資本金の額

平成22年３月31日現在　399,697百万円

(ハ）関係業務の概要

投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、その後の改正を含みます。）（以

下「投信法」といいます。）上の一般事務受託者（投信法第117条第２号。但し投資法人債に関

する事務を除きます。）として、特別口座の管理に関する契約に基づき、振替口座簿の作成及び

備置きその他の振替口座簿に関する事務を行います。

 

③ 異動の年月日

平成22年10月１日（本合併の効力発生日）
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(２）本投資法人の運用に関する基本方針の変更

① 変更の理由

本投資法人の資産運用会社である平和不動産アセットマネジメント株式会社（以下「資産運用会

社」といいます。）は、本合併に際して、本投資法人が承継するＪＳＲのポートフォリオと資産運用会

社の運用ガイドラインとの間の齟齬を解消し、本投資法人のスポンサーである平和不動産株式会社

（以下「平和不動産」といいます。）との連携強化による将来の成長戦略を投資戦略に反映させるた

め、運用ガイドラインを変更しました。

これに伴い、本投資法人の運用に関する基本方針が変更されることとなったものです。

 

② 変更の内容についての概要

平成22年８月25日付で提出された有価証券報告書からの変更箇所に下線を付す方法により、以下、変

更の内容についての概要を示します。
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第一部　ファンド情報

第１ ファンドの状況

２ 投資方針

(１）投資方針

ａ．基本方針

本投資法人は、投信法に基づき、規約において、主として投資対象不動産等に投資し、運用資産の着実

な成長及び中長期的な安定収益の確保を目指して運用を行うことをその基本理念としています。本投

資法人は、本書の日付現在、その資産の運用を資産運用会社に委託しています。

資産運用会社は、規約に定める本投資法人の基本方針に従い、かつ本投資法人との資産運用委託契約

に基づき、その内部規則として運用ガイドラインを制定しており、運用ガイドラインにおいて、本投資

法人の運用資産に適用される投資運用方針を以下の通り定めています。

かかる運用ガイドラインは、本書の日付現在において、経済情勢、不動産市場動向等の推移、動向及び

見通し等を総合的に勘案して、規約に定める本投資法人の運用の基本方針の実現のために現時点で最

も適切であると判断して制定した資産運用の細則であり、資産運用会社は決算期毎に運用ガイドライ

ンの見直しを行うこととします。また、今後の経済情勢、不動産市場動向等が変動し、資産運用会社が

規約に定める本投資法人の投資運用の基本方針を実現するために最も適切であると判断する場合に

は、機動的に運用ガイドラインを変更することがあります。

(イ）ポートフォリオ構築方針

本投資法人は、東京都区部を中心とする投資エリア（後記「(ロ）東京都区部を中心とするオ

フィス及びレジデンスへの集中投資　② 投資基準」に記載の各類型毎の投資エリアをご参照下

さい。）に存するオフィス及びレジデンスに集中的に投資を行います。これらの物件は、以下の

理由から運用資産の着実な成長及び中長期的な安定収益の確保を企図する本投資法人の投資方

針に合致すると考えます。

①　運用資産の着実な成長

ⅰ　外部成長

・東京都区部のオフィス及びレジデンスは、他の地方都市及び大規模物件に比してその絶

対数が多いため、不動産流通マーケットで取引される物件数も多いと考えられます。この

恵まれた投資機会を活用しながら物件取得を行います。

・平和不動産の物件開発力及び情報力を最大限に活用することにより、物件の取得機会を

拡大し、継続的な投資物件の取得を図ることによって、ポートフォリオの着実な外部成長

を目指します。詳細については、後記「(ニ）平和不動産とのパートナーシップ」をご参

照下さい。

・資産運用会社は、業務提携先各社並びに不動産会社、信託銀行及びアセット・マネジメン

ト会社等から本投資法人の投資基準に適合する投資物件の売却及び仲介情報の提供を受

け、投資物件の取得機会を拡大することによってポートフォリオの着実な外部成長を目

指します。

・開発中の未竣工物件にも投資を行うことによって、有利な経済条件での物件取得の実現

を目指します。

ⅱ　内部成長

・テナント満足度の向上ときめ細かな運営管理を実現すべく各種運用計画（詳細及び定義

については、後記「ｄ．運営管理方針　(ロ）各種運用計画の策定、実行及び検証」をご参

照下さい。）を定め、ＰＭ会社の選定及びその業務についての適切な評価・管理を行うこ

とにより、積極的かつ効率的な運営管理を目指します。詳細については、後記「ｄ．運営

管理方針」をご参照下さい。

・賃貸マーケット動向・テナント動向の把握、重点対象先とすべきテナント属性の分析、多

数のリーシング会社へのテナント斡旋依頼、最適な賃貸条件の検討及び既入居テナント

の動向の把握を通じて、投資物件の早期リースアップの実現を目指します。詳細について
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は、後記「ｄ．運営管理方針」をご参照下さい。

・資産運用会社は、物件に応じたＰＭ会社を選定し、ＰＭ会社と協働しながら各投資物件に

ついて、物件特性・エリア特性に応じた積極的かつ効率的な運営管理、管理コストの圧縮

及び計画的な修繕の実施を実行することにより、テナント満足度の向上、安定的な高稼働

率の維持及び各種経費の低減等を図り、ポートフォリオの収益の極大化を目指します。詳

細については、後記「ｄ．運営管理方針」をご参照下さい。

・平和不動産若しくは平和不動産の子会社である平和サービス株式会社（以下、総称して

「平和不動産グループ」といいます。）の有する豊富な資産管理運営能力を最大限に活

用して、本ポートフォリオの着実な内部成長を目指します。詳細については、後記「(ニ）

平和不動産とのパートナーシップ」をご参照下さい。

②　中長期的な安定収益の確保

ⅰ　東京都区部を中心とするオフィス及びレジデンスへの集中投資

本投資法人が投資対象とすることを想定している規模の東京都区部のオフィス及びレジデ

ンスは入居の対象となる潜在的なテナントの絶対数が多いため、中長期にわたって安定的

な稼働率と賃料水準を維持することが可能と考えられます。また、オフィス及びレジデンス

としてのテナント需要の高さ等を勘案し、近隣エリアの立地特性及びマーケット状況等に

合致した、相対的競争力が強いと考えられる物件に投資します。

ⅱ　ポートフォリオの分散効果

多数のオフィス及びレジデンスへの投資によって、分散されたポートフォリオを構築し、

ポートフォリオの収益変動リスクの極小化を図ります。また、オフィスとレジデンスという

複数タイプの物件に投資することで、経済情勢や不動産を取り巻く市場変動等による影響

の抑制を図ります。

ⅲ　積極的かつ効率的な運営管理

資産運用会社とＰＭ会社が協働することによって、積極的かつ効率的な運営管理を図り、各

投資物件の収益安定性の確保を目指します。

ⅳ　最適な財務戦略

・中長期的な安定収益の確保を実現するために、資産運用会社が最適と考える財務戦略を

実行します。詳細については、後記「ｆ．財務方針」をご参照下さい。

・平和不動産の信用力を最大限に活用して、最適な財務戦略を実行します。詳細について

は、後記「(ニ）平和不動産とのパートナーシップ」をご参照下さい。

(ロ）東京都区部を中心とするオフィス及びレジデンスへの集中投資

①　マーケット状況

ⅰ　オフィス

本投資法人が投資対象とすることを想定している規模のオフィスの主たるテナント層は、

相対的に従業員数の少ない事業所になるものと考えられます。全国主要都市における事業

所数及び従業者数の比較によると、東京都区部の事業所数及び従業員数が他の主要都市よ

りも多いとともに、相対的に従業員数の少ない事業所の数が多いことが分かります。これ

は、本投資法人が投資対象とすることを想定している規模の東京都区部のオフィスに入居

し得る潜在的なテナントの絶対数の多さを示しているものといえます。

このことから、本投資法人が投資対象とすることを想定している規模の東京都区部のオ

フィスは、厚いテナント層による豊富なテナント需要に支えられているという特徴を有す

るものと考えられ、その傾向は今後も安定的に推移していくものと考えています。

ⅱ　レジデンス

東京都の人口及び世帯数は、他の主要府県よりも多いとともに、世帯数については平成12年

以降、増加傾向にあります（なお、厚生労働省の設置研究機関である国立社会保障・人口問

題研究所の研究結果に基づけば、東京都の都道府県別の人口数は、今後も平成32年頃まで増

加することが予測されています。）。これは、都心部への産業の集中、単身世帯（単身者社会

人、学生等をいいます。以下同じ。）・ディンクス世帯・シニア世帯等の都心回帰志向の高
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まり等によるものと考えられます。

このように東京都を中心とする投資エリアの賃貸住宅市場は、その需要力の高さから今後

も引き続き堅調に推移していくものと考えられます。

②　投資基準

ⅰ　オフィス

本投資法人は、下記投資額及び投資エリアに合致するオフィス（都心オフィスビル、都市型

商業ビル及び地方オフィスビル）に投資していきます。(注1）

 投資額
原則：１物件当たり10億円以上、かつポートフォリオ全体（取得価格ベー

ス）の20％以内（注2）

 

投資エリア

第一投資エリア：東京23区

第二投資エリア：第一投資エリアを除く東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県

の主要市街地

地方投資エリア：第一・第二投資エリアを除く政令指定都市の主要市街地

第一投資エリア、第二投資エリア及び地方投資エリアの投資比率は、後記

「(ハ）分散されたポートフォリオの構築」をご参照下さい。

(注1）「都心オフィスビル」とは、第一投資エリア及び第二投資エリアに存するオフィスビルをいい、「都市型

商業ビル」とは、第一投資エリア及び第二投資エリア内で商業地としての知名度が高いエリアに存する

商業ビルをいいます（このうち、本投資法人が主に投資するのは、意匠・構造等の面においてオフィスビ

ルとしても使用可能である商業ビルです。）。また、「地方オフィスビル」とは、地方投資エリアに存する

オフィスビルをいいます。

(注2）①100億円以上の大規模物件に投資する場合は、下記検討事項を考慮した結果、中長期的な安定収益の確

保の観点から望ましいと判断した物件で、かつその物件を購入した以降の当該物件の本ポートフォリ

オに与える影響を検討した上で、投資することとします。

・大幅な賃料変動リスク、キーテナントの存在によるテナントの集中リスク

・効率的かつ迅速な運営管理の実施の可能性

②10億円未満の物件でも、下記検討事項を考慮した結果、中長期的な安定収益の確保の観点から望ましい

と判断した物件で、かつその物件を購入した以降の当該物件の本ポートフォリオに与える影響を検討

した上で、投資する場合があります。

・運営経費率、投資効率性

・外観及び建物内部（特に共用部分）の管理状態、入居テナントのクレジット

・１テナントの規模割合が大きくなることによるテナントの非分散リスク

ⅱ　レジデンス

(ⅰ）投資額及び投資エリア

本投資法人は、下記投資額及び投資エリアに合致するレジデンス（都心レジデンス及

び地方レジデンス）に投資していきます。(注1）

 投資額
原則：１物件当たり５億円以上、かつポートフォリオ全体（取得価格ベー

ス）の10％以内（注2）

 

投資エリア

第一投資エリア：東京23区

第二投資エリア：第一投資エリアを除く東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県

における主要市街地

地方投資エリア：第一・第二投資エリアを除く政令指定都市における主要市

街地

第一投資エリア、第二投資エリア及び地方投資エリアの投資比率は、後記

「(ハ）分散されたポートフォリオの構築」をご参照下さい。

(注1）「都心レジデンス」とは、第一投資エリア及び第二投資エリアに存するレジデンスをいい、「地方レジデ

ンス」とは、地方投資エリアに存するレジデンスをいいます。

(注2）①100億円以上の大規模物件に投資する場合は、下記検討事項を考慮した結果、中長期的な安定収益の確

保の観点から望ましいと判断した物件で、かつその物件を購入した以降の当該物件の本ポートフォリ

オに与える影響（規模及びテナント数という側面での影響）を検討した上で、投資することとします。
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・リースアップの可能性

・各テナントニーズに応じたきめ細かいテナント管理の実行の可能性

②５億円未満の小規模物件でも、下記検討事項を考慮した結果、中長期的な安定収益の確保の観点から望

ましいとと判断した物件で、かつその物件を購入した以降の当該物件の本ポートフォリオに与える影

響（規模及びテナント数という側面での影響）を検討した上で、投資する場合があります。

・運営経費率、投資効率性

・建物スペック、管理状態等

(ⅱ）投資対象とするレジデンスのタイプ

投資対象とするレジデンスは、主たるテナント層、マーケット状況等により区分した

下記の４タイプとします。４つのタイプに分散して投資し、一定のタイプに係るマー

ケット状況に依拠するリスクや、入居するテナントが一定の層に偏るリスクを低減し

ます。

 タイプ 特徴

 

シングルタイプ

レジデンス

＜主たるテナント層＞

単身世帯

＜マーケット状況＞

交通利便性、主要都市への接近性の観点から、主要都市主要市街地における

テナント需要が相対的に強いものと考えます。

＜重視する特性＞

交通利便性、生活利便性、商業利便性

 

ディンクスタイプ

レジデンス

＜主たるテナント層＞

若年（20～30歳代）のディンクス世帯及び相対的所得水準の高い単身世帯

＜マーケット状況＞

都心５区を中心として、都心接近性の良好な東京23区内の地域にその需要が

集中する傾向にあると考えます。

＜重視する特性＞

交通利便性、生活利便性、商業利便性、文化施設への接近性、建物の外観・意匠
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 タイプ 特徴

 

ファミリータイプ

レジデンス

＜主たるテナント層＞

平均的な所得層で、子供を含めた３人以上の家族

＜マーケット状況＞

子供のいる家族がメインターゲットであり、また貸室面積が大きいことで賃

料が高額となりがちなため、都心よりも郊外に集中する傾向にあります。ま

た、本タイプは、他のタイプと比較して、契約更新回数が多く、中長期的に安定

した賃料収入を収受することができると考えます。

＜重視する特性＞

居住快適性（閑静・治安良好・嫌悪施設なし）、生活利便性、文化・教育施設

への接近性

 

ドミトリータイプ

レジデンス

＜主たるテナント層＞

若年の単身世帯（学生、若年社会人）

＜マーケット状況＞

専門のドミトリー・オペレーション会社への一括賃貸（従って稼働率は

100％）であることを前提としており、中長期的に安定した賃料収入を収受す

ることができると考えます。

＜重視する特性＞

生活利便性、賃料水準

ⅲ　例外的資産への投資

不動産等のポートフォリオでの取得において、当該ポートフォリオが主として運用ガイド

ラインに規定するオフィス及びレジデンスで構成されており、かつ基本方針の具現化に資

するような投資を検討する場合に、運用ガイドラインに規定する用途以外の物件が存在し

ても、かかる物件が運用ガイドラインの用途以外の投資基準を概ね満たしており、その投資

額がポートフォリオ全体（取得価格ベース）の５％以内の範囲内において、例外的に投資

できるものとします。

(ハ）分散されたポートフォリオの構築

収益変動リスクの極小化及び市場変動等による影響の抑制を図るとともに、オフィス及びレジ

デンス各々の投資メリットを効率的に享受するため、原則としてそれぞれポートフォリオの

50％（取得価格ベース）を目途とします。但し、不動産流通マーケット状況及び取引状況等を総

合的に勘案し、同比率を30～70％程度の範囲内において機動的に運用します。

また、オフィス及びレジデンスともに、第一投資エリアを主たる投資地域と位置付けますが、各

エリアのマーケット状況（取引物件のストック量、取引価格の状況及び賃貸マーケット状況

等）を勘案しながら、第二投資エリア及び地方投資エリアにも投資します。

＜ポートフォリオの投資比率（取得価格ベース）＞

 

オフィス 原則50％（30～70％）

第一投資エリア 70％～

 第二投資エリア ～30％

 地方投資エリア (注）

 

レジデンス 原則50％（30～70％）

第一投資エリア 60％～

 第二投資エリア ～40％

 地方投資エリア (注）

(注）地方オフィスビル、地方レジデンス及び例外的資産への投資比率は、合わせてポートフォリオの30％以

下（取得価格ベース）とします。

(ニ）平和不動産とのパートナーシップ

１. 平和不動産のサポート体制

①　物件情報ソースの拡大

資産運用会社独自の物件情報ソースに加え、平和不動産の情報ソースを活用することによって、

中長期的な安定収益の確保に寄与するための投資物件に関する情報を、より多くかつ多角的に

収集します。
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ⅰ　平和不動産の保有・開発物件

ⅱ　平和不動産による仲介物件

ⅲ　平和不動産による先行的取得物件（ウェアハウズ機能の確立）

②　平和不動産からの人的支援及び財務的支援

総合的な不動産事業のノウハウを有する平和不動産の人材を最大限活用します。

ⅰ　平和不動産は、資産運用会社へ取締役を派遣し、資産運用会社の経営を指揮します。

ⅱ　平和不動産は、資産運用会社の要請に応じて若しくは独自の判断により、必要な人材を派遣

します。

ⅲ　平和不動産は、財務方針、資金調達等に係る指導・支援を行います。

③　ＰＭ業務の実施

平和不動産グループの有するリーシング活動から管理業務（テナント管理・建物管理）、更に

は修繕工事業務等に至るまでの豊富なプロパティ・マネジメント能力を積極的に活用するた

め、主としてオフィスビルに関するＰＭ業務を委託するに当たっては、平和不動産グループをＰ

Ｍ会社の候補先として加えます。

２. 平和不動産グループとの利益相反に対する対策

平和不動産グループとの間で、本投資法人の資産運用業務に関するサポート体制を構築するこ

とは、本基本方針の実現に繋がることになりますが、その反面、常に利害関係者間取引に該当し、

利益相反取引となる可能性があります。

そこで、資産運用会社は、本投資法人及び投資主の利益を毀損させることのないよう、別に定め

る「利益相反行為防止規程」を遵守し、以下の措置を講じることにより、利益相反取引となる行

為を防止します。

①　平和不動産から物件を取得する場合

予め資産運用会社により取得した、公正かつ調査能力・経験のあると認められる第三者の専門

会社による不動産鑑定評価書記載の鑑定評価額以下で購入します。

②　平和不動産の仲介により物件を取得する場合

予め業務協定書にて定めた仲介手数料水準以内の手数料を支払います。

③　平和不動産にＰＭ業務を委託する場合

ＰＭ会社の選定基準に従い、他のＰＭ会社の委託条件等を比較検討します。

予め業務協定書にて定めたＰＭ報酬の水準以内の報酬を支払います。

 

ｂ．投資基準

(イ）投資選定基準

投資物件の取得に当たっては、以下の投資選定基準に合致する物件（実質的に合致する物件も

含みます。）に投資します。

項目 投資選定基準

法令遵守

都市計画法（昭和43年法律第100号、その後の改正を含みます。）（以下「都市計画法」といいま

す。）、建築基準法（昭和25年法律第201号、その後の改正を含みます。）（以下「建築基準法」と

いいます。）等、関連する全ての法令を遵守している物件（既存不適格物件を含みます。）に投資

します。(注1）

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨造であること
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項目 投資選定基準

耐震性

新耐震基準（注2）に適合していること

但し、新耐震基準以前に建築された物件であっても、新耐震基準と同等の耐震性（注3）を有する

と判断した場合には、投資を行う場合があります。

有害物質

・土壌汚染等

資産運用会社が発注した専門会社作成のエンジニアリング・レポートにおいて、有害物質等が内

在する可能性が低く、有害物質等が内在していたとしても、内在する有害物質に関連する全ての法

令に基づき、適法に保管又は処理等がなされている旨及び土壌汚染対策法に規定する特定有害物

質等が内在する可能性が低い旨の記載がなされ、かつ資産運用会社が後記「(ロ）調査基準

（デュー・ディリジェンス基準）」のデュー・ディリジェンスを実施した結果、有害物質等が内

在する可能性が低いと判断した物件であること

稼働状況

原則として、取得時点において既に賃貸に供され、現に賃料収入が発生していること

但し、レジデンス（地方レジデンスを含みます。）に関しては、未稼働（開発中）物件であっても、

テナント誘致の確度や取得後の本ポートフォリオ全体に対する収益の影響度等を総合的に勘案し

た上で、建物の竣工（検査済証の取得）を停止条件として投資する場合があります。

(注1）但し、関係法令を遵守できていないと考え得る物件の場合で、当該非遵守の程度が小さく、かつ今後是正可能又は手続

的瑕疵のみが存している物件に関しては、投資対象として検討する場合があります。

(注2）新耐震基準とは、昭和56年に改正された建築基準法（その後の改正を含みます。）上の耐震設計基準をいいます。

(注3）同等の耐震性とは、新耐震基準に準拠する設計・施工がなされているか、又は新耐震基準と同等以上の耐震補強を施し

ているものをいいます。

(ロ）調査基準（デュー・ディリジェンス基準）

投資物件を選別し、投資採算価値の見極めを行うために、資産運用会社が運用ガイドラインで定

めた投資選定基準（前記「(イ）投資選定基準」をご参照下さい。）及び投資検討基準を充足し

た投資物件につき、経済的調査・物理的調査及び法的調査等のデュー・ディリジェンスを実施

します。デュー・ディリジェンス手続では、公正かつ調査能力・経験のあると認められる第三者

の専門会社による不動産鑑定評価書、エンジニアリング・レポート、マーケット・レポート等を

取得し、これらの内容を考慮しながら、デュー・ディリジェンスを実施した上で取得の可否を総

合的に判断するものとします。

調査項目 調査事項

 市場調査

①近隣エリアのマーケット賃料水準

②近隣エリアのマーケット稼働率の推移及び将来の動向

③近隣エリア内の類似物件・競合物件の需要動向

④近隣エリア内の取引利回りの水準

⑤近隣エリア（及びその周辺エリアを含みます。）の将来の開発計画の有無及びそ

の進捗状況

 

経済的調査
テナント調査

①入居テナントの属性・信用情報（業種・業歴・決算内容・財務状況（オフィス）

及び属性・入居者及び保証人の所得水準（レジデンス）等）、賃料支払状況等

②入居テナント数、利用目的等（レジデンスの場合には、世帯状況も確認）

③同一入居テナントの占有割合等

 収益関係調査

①テナント誘致力等の調査

②賃貸借契約形態及び当該契約更新の可能性（契約期間・賃料支払時期、一時金の

返却方法、退去通知期間の確認等）

③建物運営管理費用の現況確認及び当該費用低減の余地の検討

④将来におけるリーシング方針、管理運用方針及び修繕方針の検討

⑤本投資法人のポートフォリオ戦略との整合性（エリア・用途・規模・投資額等）

の確認
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調査項目 調査事項

 立地条件

①街路の状況（幅員・系統・連続性等）、鉄道等主要交通機関からの接近性、主要交

通機関の乗降客数等

②生活利便施設、経済施設、官公庁施設、教育関連施設等の配置、接近性及び周辺土地

の利用状況並びに将来の動向

③日照・眺望・景観・騒音等の状況（主としてレジデンスにて重視）

④隣地との境界・越境物の有無

⑤嫌悪施設等の有無

⑥地域の知名度及び評判、規模の状況

物理的調査

 

 

建築及び設備の

状況

①物件共通

意匠・主要構造・設備・築年数・施工会社・維持管理の程度・緊急修繕の必要性

及び建築確認通知書・検査済証等の書類の確認

②オフィス

貸室部分の形状（分割対応可能か否か）、フリーアクセス床（ＯＡフロア）、天井

高、電気容量、空調方式、床荷重の程度、防犯設備の状態、共用部分の管理状態、給排

水設備、昇降機設備、駐車場設備等

③レジデンス

貸室部分の形状、間取り、天井高、内部仕様（天井・壁・床・キッチン・風呂場

等）、内外装の仕様資材、空調設備、衛生設備、電気設備、昇降機設備、駐車場設備、

駐輪場、集会室等その他共用設備の状況等

 
耐震性及び

ＰＭＬ（注1）

①新耐震基準又はそれと同等の耐震性の確保

②ＰＭＬ値の確認（20％未満を原則とします。(注2））

 建物管理関係
実際の管理状況（清掃の程度、残置物の有無等）、館内細則の内容、管理会社の質及

び信用力の調査

 環境・地質等

①アスベスト・ポリ塩化ビフェニル（以下「ＰＣＢ」といいます。）等の建物有害

物質の有無

②地歴調査及び土壌汚染物質の有無

法的調査

権利関係
①関係法令（都市計画法、建築基準法その他関連法規）の遵守状況

②所有形態に関する権利関係調査（区分所有物件・借地権物件等か否か）

境界調査
境界確定の状況（官民及び民民）及び越境物の有無とその状況（覚書等の有無を含

みます。）

既入居テナント

の調査

既入居テナントからのクレームの状況及び紛争の有無

(注1）ＰＭＬ（Probable Maximum Loss）とは、地震による予想最大損失をいいます。ＰＭＬには、個別物件に関するものと

ポートフォリオ全体に関するものがあります。ＰＭＬについての統一された厳密な定義はありませんが、本書において

は、建物の一般的耐用年数50年間に、10％以上の確率で起こり得る最大規模の地震（再現期間475年の地震に相当）に

より生じる損失の再調達価格に対する割合をいいます。

(注2）地震保険を付しても、ＰＭＬ値が20％未満の物件と同等の投資効率性を有すると判断したＰＭＬ値が20％以上の物件

については、投資物件として検討する場合があります。

 

ｃ．保険付保基準

(イ）損害保険

災害及び事故等による建物の損害及び対人・対物事故による第三者への損害賠償を担保するた

め、投資物件（本項において、投資物件が不動産の場合は投資法人が有する建物、投資物件が不

動産を信託財産とする信託受益権の場合は当該信託受益権の信託受託者が有する建物をいいま

す。）に適切な損害保険（火災保険及び賠償責任保険等）を付保します。

火災保険及び賠償責任保険等については、原則として投資物件毎に保険内容を検討し、一つの保

険契約を締結し、包括的に付保します。但し、投資物件によっては、１物件につき１保険契約を締

結し、個別に付保する場合もあります。

保険会社の選定に当たっては、一定の信用力を有する複数の保険会社に同じ付保内容での見積
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書を提出させ、それらを比較検討することにより、最も合理的な付保条件を提示した保険会社を

選定することとします。

(ロ）地震保険

地震により生じる建物の損害や収益の大幅な減少に関して、エンジニアリング・レポートにお

ける地震リスクの内容に基づき検討・判断するものとします。特に、かかる地震リスクの判断に

おいて、エンジニアリング・レポート記載の各投資物件のＰＭＬ値が20％以上の場合には、当該

投資物件につき、地震保険を付保します。

 

ｄ．運営管理方針

(イ）基本方針

以下の基本方針に基づき、投資物件に係る賃料等の増額、安定的な高稼働率の維持及び管理コス

ト等の削減を目的として、ＰＭ会社を通じたマーケット動向を意識したリーシング、テナント満

足度を意識したテナント管理・建物管理及び計画的かつ迅速な修繕を実現すべく積極的かつ効

率的な運営管理を実施することにより、運用収益の着実な成長を図ります。

・テナント満足度の向上ときめ細かな運営管理のために、決算期毎に各種運用計画を策定しま

す（詳細及び定義については、後記「(ロ）各種運用計画の策定、実行及び検証」をご参照下

さい。）。

・運営管理に関して重要な役割を担うＰＭ会社の選定及びその業務についての適切な評価・管

理を行います。

(ロ）各種運用計画の策定、実行及び検証

決算期毎に、投資物件全体について「ポートフォリオ計画」、各投資物件について「当期事業計

画」及び「当期修繕計画」（これら３つの計画を総称して、以下「各種運用計画」といいま

す。）を策定し、これらに基づく計画的な運営管理を実施します。また、定期的に運営管理の状況

及び実績について検証・評価を行うことにより、投資物件取得後の運営管理（修正計画の策

定）に反映させます。

①　各種運用計画の策定

ⅰ　ポートフォリオ計画

ポートフォリオに関する物件取得及び運用計画等を、本投資法人の決算期毎にポートフォ

リオ計画として策定します。ポートフォリオ計画は、以下によって構成されます。

・外部成長計画

・前期運用実績評価

・当期運用計画

・中長期運用計画

・財務計画

ⅱ　当期事業計画

各投資物件に係る運営管理計画を、本投資法人の決算期毎に当期事業計画として策定しま

す。当期事業計画は、以下によって構成されます。

・収支計画

・リーシング計画

・運営管理計画

・当期修繕計画

ⅲ　当期修繕計画

投資物件の物理的・機能的価値の維持・向上を図るため、ポートフォリオ全体の修繕計画

を、本投資法人の決算期毎に当期修繕計画として策定します。なお、前記「ⅱ 当期事業計

画」の通り、各投資物件単体の当期修繕計画については、当期事業計画の中において策定し

ます。

②　各種運用計画の検証

各種運用計画に基づく運営管理の状況及び収益実績について、以下の方法により検証・評価を

EDINET提出書類

平和不動産リート投資法人(E14005)

臨時報告書（内国特定有価証券）

12/17



行います。

ⅰ　定期的な検証

各種運用計画に基づく運営管理や収益実績を、月次及び決算期毎に検証します。検証の結

果、収支予算と当該収支実績との間に著しい乖離がみられ、当該計画の見直しが必要と判断

される場合には、速やかに修正計画を策定します。

ⅱ　適宜行う検証

物件取得、物件売却及び市場環境の変化等、ポートフォリオの状況や投資物件の状況に大き

な変化が生じた場合、適宜、各種運用計画の修正や見直しを行います。

(ハ）リーシング方針

①　リーシング方針

投資物件の早期リースアップを実現するため、各種運用計画に基づき、以下の事項に留意して適

切な賃貸条件を検討し、リーシング活動を実施します。

ⅰ　賃貸マーケット動向・テナント動向の把握

ⅱ　多数のリーシング会社へのテナント斡旋依頼

ⅲ　重点対象先とすべきテナント属性の分析

ⅳ　最適な賃貸条件の検討

ⅴ　既入居テナントの動向の把握

ⅵ　利益相反対策

②　テナント審査基準

社会的な属性を重視したテナント審査を行います。具体的には、ＰＭ会社若しくは資産運用会社

が下表のテナント審査基準に基づき入居審査することにより、属性及びクレジット等の良好な

テナントのみを誘致するよう努めます。

ⅰ　法人審査基準

 審査項目 審査内容

 ａ．業種
(a）属性（業種）

(b）業種動向

 ｂ．業歴
(a）事業継続年数

(b）上場の有無

 ｃ．業績
(a）財務状況

(b）株価動向（上場している場合）

 ｄ．信用度 企業信用調査会社の評価内容

 ｅ．賃貸借契約内容

(a）使用目的

(b）賃料・共益費

(c）賃貸借期間

(d）敷金・保証金額

ⅱ　個人審査基準

 審査項目 審査内容

 ａ．属性

(a）属性

(b）年齢・性別

(c）入居人数・構成（家族構成）

 ｂ．勤務状況
(a）勤務先の業績

(b）勤務年数

 ｃ．賃料負担力

(a）所得水準（年収）

(b）所得水準に占める賃料総額の割合

(c）連帯保証人の有無及びその属性・所得水準

 ｄ．賃貸借契約内容

(a）使用目的

(b）賃料・共益費

(c）賃貸借期間

(d）敷金・保証金額

EDINET提出書類

平和不動産リート投資法人(E14005)

臨時報告書（内国特定有価証券）

13/17



(ニ）管理方針

①　テナント管理方針

ⅰ　テナント満足度の向上

(ⅰ）テナントとの良好なリレーションシップを図り、入居の感想・不満・要望点等のヒア

リング内容等を反映させたテナント管理を行います。

(ⅱ）専有部分及び共用部分の各種設備の更新・リニューアルに関する適切な提案を行い、

テナント満足度の向上につなげます。

ⅱ　クレーム対応

テナントのクレームに対して誠実に対応します。

②　建物管理方針

ⅰ　管理状態の確認

共用部分の管理（清掃）の状態、各種設備の不具合の有無等、投資物件の管理状態を確認

し、テナントの満足度の維持・向上に努めます。

ⅱ　費用の低減

建物管理費における各項目別の費用を検証し、費用低減の余地がある場合は建物管理業者

（清掃業者・警備業者等）の変更や、複数物件の一括委託等を実施することにより、当該費

用の低減を図ります。なお、これらの実施に当たっては、投資物件の競争力やテナントへの

影響に留意します。

(ホ）修繕方針

物理的・機能的価値の維持・向上を図るため、入居テナントとの親密なリレーションシップを

図り、テナントニーズや物件スペックの検討に基づき迅速かつ的確な修繕工事の実施に努めま

す。

①　修繕計画の策定

エンジニアリング・レポートにおける中長期修繕計画を参考とし、各修繕項目（経費的修繕項

目及び資本的修繕項目）を検討の上、当期事業計画において当期修繕計画を策定し、各種修繕工

事を適宜実施します。詳細については、前記「(ロ）各種運用計画の策定、実行及び検証　① 各種

運用計画の策定」をご参照下さい。

②　経費的支出工事（経常修繕工事）

ⅰ　当期修繕計画記載の修繕事項の確認

当期修繕計画記載の修繕事項につき、その実施時期、実施内容及び費用等を確認し、最適と

考えられる実施方法を策定の上、効率的な経費的支出工事の実施に努めます。

ⅱ　迅速かつ経済的な修繕工事の実施

経費的支出工事を実施する場合には、原則としてＰＭ会社に数社の修繕工事会社から見積

書を取得し、修繕費用、修繕内容及び修繕期間に関して、最も適切かつ効率的な工事会社に

発注します。

ⅲ　テナントニーズに基づく修繕工事の実施

入居テナントから修繕要望等があった場合、要望された修繕項目に関し、速やかにその修繕

の要否、内容、時期及び費用等を検討し、その結果修繕工事が必要であると判断した場合に

は迅速な実施に努めます。

③　資本的支出工事

当期修繕計画記載の修繕事項のうち、下表の資本的支出工事に係る実施時期、実施内容及び費用

等を確認し、最適と考えられる実施方法を策定の上、効率的な資本的支出工事の実施に努めま

す。

工事の発注に当たっては原則として、数社の修繕工事会社から見積書を取得し、最も適切かつ効

率的な工事会社を発注します。

 
機能維持を目的とした

資本的支出工事
各種配管取替工事の実施、各種設備の更新工事の実施、等
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機能向上を目的とした

資本的支出工事

＜オフィス＞

外壁等の意匠の改修、フリーアクセス床への変更、フロア別・貸室別の個別空

調設備の新規導入、通信設備の増強等の実施、等

＜レジデンス＞

外壁等の意匠の改修、貸室内の内装（壁・床・天井）のリフォーム、キッチン

・バス・洗面台等の取替え、テナント需要に即した間取りの変更、等

④　ポートフォリオ全体での検証

修繕工事を実施するに当たり、ポートフォリオ全体の修繕工事費用の低減につながると判断し

た場合には、複数の投資物件で同時期に修繕工事を行う場合があります。

また、中長期的な安定収益を確保するため、年度毎の修繕工事費用（経費的支出及び資本的支

出）と、修繕積立金累計額とのバランス及びポートフォリオ全体の修繕工事費用の平準化に努

めます。

⑤　既入居テナントへの配慮

各種修繕工事を実施するに当たっては、既入居テナントに対する影響度に配慮し、その実施時

期、実施内容の適否を十分に検討します。

(ヘ）ＰＭ会社の選定・管理

下記の基準により選定したＰＭ会社を下記の方針に基づき管理します。

①　ＰＭ会社の選定基準

 検討項目 内容

 ａ．経験・実績
(a）会社概要、沿革、過去の事業実績

(b）ＰＭ受託物件数（管理棟数・管理戸数）

 ｂ．組織・体制 社内組織・社内体制

 ｃ．財産基盤・財務状況
(a）財務関係書類（貸借対照表・損益計算書等）による財務内容

(b）企業信用調査会社の評価内容

 ｄ．リーシング能力の高さ リーシング会社のネットワークの広さ

 
ｅ．近隣エリアを含む賃貸

マーケット市場への精通度

(a）事業展開エリアの分布状況

(b）各社員の賃貸マーケットに対する精通度

 ｆ．ＰＭレポートの作成能力 ＰＭレポートの内容
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 検討項目 内容

 ｇ．クレーム対応能力
(a）クレーム対応に対する体制

(b）クレーム対応能力

 ｈ．建物・設備の管理能力 建物管理業務体制

 ｉ．ＰＭ報酬

(a）運営委託料

(b）賃貸企画料

(c）更新手数料

(d）その他手数料

②　ＰＭ会社の管理方針

ⅰ　運営管理体制の構築

ＰＭ会社に対して各投資物件の特性に合わせた適切かつ効率的な運営管理体制を構築する

ように求めるものとします。具体的には、資産運用会社は、本投資法人の決算期毎に、当期事

業計画を策定し、当該計画を通じてリーシング、管理及び修繕の各側面からＰＭ会社の運営

管理活動をモニタリングします。

ⅱ　業務報告会の実施

運営管理状況の確認及び今後の対応策等について協議するために、原則として毎月、業務報

告会を開催し、ＰＭ会社との一体的な運営管理体制を構築します。

ⅲ　ＰＭ会社の評価

原則として年１回、投資物件毎のＰＭ会社の運営管理実績について、リーシング、管理及び

修繕等の各側面から評価します。その結果によっては、ＰＭ会社に対し改善の指示等を行う

ほか、ＰＭ会社を変更する場合があります。

 

ｅ．物件売却

取得した投資物件については、原則として中長期的に保有し、短期的には売却を行わないものとしま

す。但し、以下の点を総合的に勘案した上で、売却によりポートフォリオの収益安定に寄与すると判断

される場合には、売却を行う場合があります。

・ポートフォリオの構成状態

・各用途の投資物件に係るマーケット（売買マーケット及び賃貸マーケット）動向予測

・各投資物件の将来における収支動向予測

・各投資物件の将来における資産価値の変動予測

・各投資物件の存する近隣エリアの収益安定の観点からみた将来性予測

・各投資物件の構造的及び経済的な劣化・陳腐化

・各投資物件のマーケットにおける売却予想額

 

ｆ．財務方針

(イ）基本方針

計画的かつ機動的な資金調達により、ポートフォリオの中長期的な安定収益の確保を目指しま

す。

(ロ）エクイティ・ファイナンス方針

投資口を引き受ける者の募集は、下記を勘案して行います。

①　新規に取得する投資物件の取得時期

②　投資法人の財務状況

③　投資口の希薄化

④　その時点での経済状況等

(ハ）デット・ファイナンス方針

①　借入れによる資金調達

ⅰ　借入方針

以下の方針に基づき、借入れを行います。
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・短期・長期、変動金利・固定金利のバランスを取りながら、金利変動リスクを軽減するこ

とを目的に、当面の間は長期固定型の借入れを重視します。

・リファイナンスリスク（資金再調達リスク）を軽減するために返済期限を分散します。

・借入先の分散を図ります。

ⅱ　借入先

借入先は、金商法第２条第３項第１号に規定する適格機関投資家（但し、租税特別措置法施

行規則（昭和32年大蔵省令第15号、その後の改正を含みます。）第22条の19第１項に規定す

るものに限ります。以下同じ。）に限るものとします。

ⅲ　極度ローン契約

期中での投資物件の新規取得、テナントからの預り金等の一時金の返還又は運転資金等の

資金需要への機動的な対応のため、事前の極度ローン契約を締結することがあります。

②　投資法人債発行による資金調達

その時点での投資法人の財務状況、金融マーケット、不動産マーケット等を総合的に勘案した上

で投資法人債を発行することがあります。

(ニ）デリバティブ取引

本投資法人は、負債から生じる金利変動リスク及びその他のリスクをヘッジするため、デリバ

ティブ取引（投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令第480号、その後の改正

を含みます。）（以下「投信法施行令」といいます。）第３条第２号において定義されていま

す。）を行うことがあります。

(ホ）総資産に対する借入金及び投資法人債の合計額の割合

総資産に対する借入金及び投資法人債の合計額の割合（以下「ＬＴＶ」といいます。）は、概ね

40～50％程度を標準的な水準とし、また、上限は原則として65％とします。但し、投資物件の追加

取得等により、ＬＴＶは、一時的に65％を超える場合があります。

 

ｇ．その他

本投資法人は、特定不動産（本投資法人が取得する特定資産のうち、不動産、不動産の賃借権、地上権

又は不動産、土地の賃借権若しくは地上権を信託する信託の受益権をいいます。）の価額の合計額の

本投資法人の有する特定資産の価額の合計額に占める割合を、100分の75以上とします（規約第25条

第２項）。

 

③ 変更の年月日

平成22年10月１日（本合併の効力発生日）
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